
徳島県における水道事業の
広域化について

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局安全衛生課長

山根泰典



徳島県の水道事業体の種類
（平成２８年３月３１日現在）

■■ 上水道 １９箇所
■ 簡易水道 １１８箇所
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＜徳島県水道ビジョン策定に係る取組み＞
① 水道事業の現況及び現状での課題を分析評価

② 水道のあるべき姿と基本理念・基本目標等の策定

 広域連携や官民連携の推進（コンセッションの導入等）

③ 広域連携のあり方を分析評価

 水道事業者ごとの水道料金や財政収支の見通しについて分析評価

 分析評価結果に基づき，広域連携のあり方を示し，安全・安心な水道像を明確化

 水道事業者の経営基盤の強化

 大規模な自然災害への早急な対応

徳島県における水道事業の広域化について
現 状

大規模災害を迎え撃つ 「安全」・「強靭」・「持続可能」 な水道事業の構築

耐震管による施設の強靭化

安全・安心な水道を将来にわたって維持し，持続的な供給体制を確保するため，「徳島県水道ビジョン」を策定

 「新水道ビジョン」を策定（H25.3）し，水道事業の広域連携を推進

 広域連携の方向性を提示（総務省通知H28.2，厚労省通知H28.3）

 人口減少による料金収入の減少

 水道施設の老朽化による更新需要の増加

 中央構造線・活断層地震 直後の断水率：７５％

 南海トラフ巨大地震 直後の断水率：９２％

 重要給水施設基幹管路耐震化適合率：３２％
中央構造線・活断層地震

震度分布図

国の動き

（H27年度末）

課 題
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出典：厚生労働省

出典：大阪市

推進体制 ： H29.3 「水道事業のあり方研究会」設置 → 「水道事業広域連携検討協議会（仮称）」設置を目指す

目指す姿

施設の再構築による経営基盤の強化

出典：厚生労働省

徳島県安全衛生課
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